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重原材料法、電池規則（回収率・再資源化率・リサイクル材含有率などの目標・義務化）
デジタル・プロダクト・パスポート／バッテリー・パスポート（トレーサビリティの仕組み）
EV購入補助など（新品含む低環境負荷製品の需要喚起策）

中古電気自動車やバッテリー、
ブラックマスの国外流出の抑制

CAPEX支援（能力増強）

循環資源・リサイクル材のオフテイク、
値差支援、公共調達など（需要側支援）

段階別措置

横断的措置

廃バッテリー／
工程端材

前処理
（BM製造）

精錬
（金属回収）

正極材／
バッテリー

循環経済と貿易・経済安全保障政策の交差点

成長産業を支える半導体やバッテリーなどの重要物資の生産に不可欠な鉱物資源の需要が拡大を続
ける一方、地政学リスクの高まりを背景に、原材料の特定国依存の低減を目的とした代替の調達先
確保や生産基盤強化を模索する動きが活発化している。折しも、中東情勢の緊迫化によって、国民
生活に不可欠なエネルギーや、その川下製品である化学品についても、調達・生産の多角化が課題
として浮上した。こうした中、一次資源（天然資源）やバージン材（新品・未使用の材料）だけで
なく、二次資源（使用済み製品などから得られる再生資源）を重要物資とみなし、再生資源のサプ
ライチェーン強靭化を目指す動きが加速している。かつて循環経済の議論は環境保全の文脈で語ら
れることが多かったが、経済安全保障や貿易政策の議論と深く結びつくテーマにもなりつつある。

EUにみる「循環」資源ナショナリズムの萌芽

資源循環ビジネスは、市場原理だけでは採算性を確保しにくい。一定規模のバージン材が安定的に
市場に流通することに加え、企業が二次資源を「回収」し、再資源化した再生材を「使用」するイ
ンセンティブが必要である。EUは製品を生産・販売した企業に対し、製品廃棄後の回収・再資源化
を求める制度整備を進めてきた。「電池規則」では2031年8月から、「包装及び包装廃棄物規則」
では早ければ2030年1月から、一定割合の再生材の利用が義務化される。また、電子スクラップと
ブラックマス（廃バッテリーを破砕したもの。以下「BM」）を輸出の規制対象となる有害廃棄物に
指定し、前者は2025年1月、後者は2026年11月から非OECD（含む中国）向け輸出を原則禁止する。

例えばバッテリーのサプライチェーンでは、中国が鉱物の精錬から部素材・最終製品の生産、さら
にリサイクルに至るまで、多くの工程で規模と経済性の優位を握り、圧倒的な競争力を持つ。他方、
EUは多くのバッテリーを同国から輸入、リサイクル工程でもBMの大半を中国や韓国に輸出している。
上記規制によりBMの域内供給に安定性が見込めるようになれば、関連する精錬設備への投資の予見
性を高めることにつながり、再生材の域内生産の拡大を通じて中国依存の低減にも寄与する。

日本の国際資源循環ネットワーク構想の潜在課題

日本でも廃棄物の回収・再資源化の関する制度整備が進められているが、EUほど厳格な規制ではな
い。また、電気自動車がEUほど普及していないため廃バッテリーの発生量が相対的に少ない一方、
使用済みのプラスチックや小型電子機器は国内に豊富に存在するが、「回収」の強制力の弱さやコ
ストの高さを背景に、量・質の面で二次資源の安定回収が困難という課題がある。そのため、日本
が資源循環ビジネスを成長産業として成立させるには使用済み製品などの国内回収体制を強化する
ことを前提とつつ、循環資源の「回収」や再生材の「使用」で海外（目先は東南アジアなど）とも
連携し事業の規模と経済性を高めるべきとの意見が産業界から出ている。政府が4月に取りまとめた
「循環経済行動計画（案）」でも「日本をハブとする国際資源循環ネットワークの構築」を目標に
掲げ、精錬技術などの優位性を生かした連携を行うことで「不可欠性」確保を目指すとされている。

もっとも、この構想を実現するための条件は少なくない。循環資源の供給側では、国内外から安定
調達できること、そのためにパートナー国間で循環資源の輸出規制を実施しないこと、需要側では
再生材の販売・輸出先市場で不当に安価な製品との競争にさらされないこと、そうした非市場的な
政策の影響を緩和できるように公共調達や政府支援の際に価格以外の基準（環境負荷など）を評価
することなど、海外との政策協調をどう確保するかが問われる。これらの論点は、一次資源などの
サプライチェーン強靱化をめぐる議論とも共通する（拙稿「企業から見た各国との経済安全保障協
力の課題と機会」（2025年9月2日）参照）。つまり、資源循環の国際ハブを目指す構想は、規模・
経済性の面で産業育成に有利に働く反面、循環資源をめぐる地政学リスクに晒される可能性があり、
パートナー国と貿易・経済安全保障の考え方を共有できるという「信頼性」に依拠することになる。

循環経済の地政学―日本の勝ち筋と課題
上席主任研究員 堅川 陽平

2026年 6月 2日

▽資源循環ビジネスに必要な政策の例（バッテリーの場合）

（出所）丸紅経済研究所作成
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